
令和７年第４回北海道議会定例会補正予算について
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歳入歳出補正予算額

一 般 会 計 24,719,101

特 定 財 源 10,870,997

一 般 財 源 13,848,104

特 別 会 計 48,974

合 計 24,768,075

一般会計における財源

特 定 財 源 一 般 財 源

国 庫 支 出 金 6,891,628 地 方 交 付 税 4,553,459
財 産 収 入 11,280 寄 附 金 670,824
諸 収 入 16,089 繰 入 金 3,096,783
道 債 3,952,000 繰 越 金 5,527,038

【参 考】

（一般会計） （特別会計） （ 計 ）

既 計 上 額 3,074,521,039 1,064,471,719 4,138,992,758

今回計上額 24,719,101 48,974 24,768,075

合 計 3,099,240,140 1,064,520,693 4,163,760,833

（単位 千円）

補正予算の概要

今回の補正予算は、ヒグマ出没事案の急増に対する体制整備等に要する経費や、大雨で被災した農業用施設・土
木施設等の災害復旧事業費、公共事業の端境期における効率的な執行を確保するため、道の投資単独事業を前倒し
で実施する経費のほか、本年度の人事委員会勧告を踏まえた職員の給与改定に伴う経費などについて計上
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一般会計款別計上額

歳 入 歳 出

地 方 交 付 税 4,553,459 議 会 費 14,435

国 庫 支 出 金 6,891,628 総 務 費 1,083,765

財 産 収 入 11,280 総 合 政 策 費 531,078

寄 附 金 670,824 環 境 生 活 費 81,268

繰 入 金 3,096,783 保 健 福 祉 費 495,525

諸 収 入 16,089 経 済 費 135,905

道 債 3,952,000 農 政 費 264,200

繰 越 金 5,527,038 水 産 林 務 費 504,789

建 設 費 2,312,406

警 察 費 3,266,324

教 育 費 8,867,158

災 害 復 旧 費 6,899,405

諸 支 出 金 262,843

計 24,719,101 計 24,719,101

特別会計計上額

会 計 名 金 額

中 小 企 業 高 度 化 資 金 貸 付 事 業 等 特 別 会 計 48,974

計 48,974

（単位 千円）

（単位 千円）



3

（単位 千円）一般施策

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

ヒグマ対策推進費 23,958

現計予算額
154,147                    

ヒグマ出没事案の急増に対し、自衛隊や警察の出動を伴う駆除活動を想定し
た体制を整備するとともに、来春期の管理捕獲の実施に向けた人材確保等の取
組を実施

道南いさりび鉄道経営安定化事
業費補助金

110,800 

現計予算額
67,400 

道南いさりび鉄道（株）の経営安定化を図るため、道及び沿線市町において
運行赤字分を補助

区 分 内 容

補 助 対 象
・Ｒ６下期における運行赤字額
・Ｒ７上期における運行赤字額

補 助 率 ８/10以内（道：沿線市町＝80：20）

区 分 内 容

派 遣 費 用
・自衛隊の派遣に際し必要となる費用
（隊員の旅費、燃料費、クマスプレー代等）

資 機 材

整 備

・自衛隊の活動等に用いる捕獲用資機材整備
（カメラ、箱わな、電気柵）

研 修 会 等
・駆除に当たっての業務従事者への事前研修
・春期管理捕獲の人材確保に向けた研修会等
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（単位 千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

官民連携推進事業費 317,781

現計予算額
818,081 

ふるさと寄附の増加が見込まれることに伴い、返礼品等の経費を増額

＜ふるさと寄附（道歳入）の状況＞

＜事業内容＞

区分 年間収入見込
既計上分 増加見込分

寄 附 金 2,363,443 1,692,619 670,824

区 分 年間見込
既計上分 今回

収 納 代 行 等 手 数 料 316,301 226,524 89,777

返 礼 品 、 送 料 等 803,264 575,260 228,004

Ｐ Ｒ 経 費 16,297 16,297 0

計 1,135,862 818,081 317,781
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（単位 千円）災害復旧費

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

災害復旧事業費 7,184,828 農業用施設及び土木施設等の災害復旧

（１）補助災害復旧事業費

（２）単独災害復旧事業費

（３）災害関連事業費

区 分 災害箇所 所要額

耕 地 災 害 復 旧 乙部町、小平町、白老町（29箇所） 797,731

林 道 災 害 復 旧 天塩町ほか６市町村（14箇所） 372,183

緊 急 治 山 白糠町ほか４市町村（11箇所） 1,705,010

治山施設災害復旧 白糠町（１箇所） 108,632

土 木 災 害 復 旧 白老町ほか19市町村（93箇所） 3,298,772

計 6,282,328

区 分 災害箇所 所要額

土 木 災 害 復 旧 白老町ほか85市町村（705箇所） 830,400

区 分 災害箇所 所要額

建 設 海 岸 浦幌町、白糠町（２箇所） 72,100
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（単位 千円）投資的事業

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

特別対策事業費等 2,132,000

債務負担行為限度額
3,868,000

対策総額
6,000,000

公共事業の端境期における効率的な執行を確保するため、道の単独事業を前
倒しで実施

区 分 総 額
７年度 ８年度

特 別 対 策 事 業 費 5,000 1,751 3,249

道 路 3,175 1,112 2,063

河 川 ・ 治 山 1,465 513 952

自 然 災 害 360 126 234

公 共 関 連 単 独 事 業 費 1,000 381 619

交 通 安 全 施 設 861 328 533

治 山 ・ 漁 港 139 53 86

計 6,000 2,132 3,868

（単位 百万円）
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（単位 千円）

給与改定の主な内容

１ 給与の改定率
2.94％

２ 給料月額
若年層に重点を置きつつ、全号俸を引上げるよう、人事院勧告に準じて給料表を改定

３ 期末・勤勉手当
一般職 0.05月引上げ（期末手当及び勤勉手当を均等に引上げ） 年間 4.60月 → 4.65月

４ 通勤手当
現行の距離区分の手当額引上げ

５ 教職調整額
現行の給料月額の４％を令和８年１月から１％引き上げ
（その後、毎年１％ずつ引き上げ、令和１３年１月に10％となる予定）

６ 実施時期
令和７年４月１日（ただし、教職調整額など給特法関連の改定は令和８年１月１日）

14,686,891

うち給特法 等影響額 399,058※

給与改定経費

※公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法


